
事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0110060904010101 事務事業名 学校間ネットワーク管理運営事業
担当部 教育部

担当課 メディアセンター

04 政策名 04 育み磨きあうまちづくり 担当課長 冨永　克義

### 施策名 01 学校教育の充実 グループ 管理グループ

### 基本事業名 01 学力の向上と個性を育む教育の推進 内線番号 3071

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 10 教育費 ■ H 18 年度～）

項 06 社会教育費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 09 メディアセンター費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

ネットワーク機器接続学校数 校 50 50 50 50 50

校 16 16 15 15 15

ネットワーク機器接続教育委員会箇所数 箇所 14 14 14 14 14

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市立学校児童・生徒・教職員 人 12,026 12,120 11,945 12,096 12,116

市立学校児童・生徒・教職員 人 1,106 1,106 1,084 1,084 1,084

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

学校間交流回数 回 1 6 24 30 35

総送受信回数 回 33,239 34,000 37,210 37,400 37,600

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

個に応じた指導が受けられる。 ％ 79 84 86 88

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 4,209 4,313 4,296 4,303 4,303

千円 4,209 4,313 4,296 4,303 4,303

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 4,209 4,313 4,296 4,303 4,303

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

・地方教育行政の組織及び運営に関する法律
・霧島市メディアセンターの設置及び管理に関する条例・同条
例施行規則

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

市立小中学校・高等学校と教育委員会・各支所教育振興課を仮想専用線（不正アクセスを防ぎ安全な通信を可能にするインターネット技術）による
ネットワークで結び、紙媒体で行っていた各種調査物等の配布・収集及び、情報交換や情報共有をメール・アンケート機能を用いて行う。また、TV
会議システム（インターネットを通じて画像・音声をリアルタイムで共有する技術）を活用して児童生徒同士の交流や合同授業・遠隔授業等、学校間
での交流ができる環境を整備し、管理運営を行う。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ 長距離無線LAN機器設置学校数

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
市立学校児童・生徒数
（小・中学校・中央高校）

イ
市立学校教職員
（小・中学校・中央高校）

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
効率的な情報の共有や質の高い学校
間の交流ができる

イ
効率的な情報の共有や質の高い学校
間の交流ができる

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
授業が楽しい、分りやすいと回答した児童・
生徒の割合

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

より効率的な情報伝達が求められたので、平成
18年10月から学校間ネットワークシステムを稼動
させた。学校のコンピュータ整備が進み、ICT(情
報コミュニケーション技術）を活用した学習の必
要性は増すと共に、地域における情報格差の
発現を防止し、確実かつ迅速な情報伝達を確
保することが不可欠となっている。教育委員会
職員及び市立学校教職員から、スムーズな情報
伝達及び共有化やTV会議を使った合同授業
や児童生徒間交流活性化等の要望が寄せられ
ている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

・システム変更に伴う不具合の調査や安全性の確保について検証を行い
、学校間ネットワークが安全、迅速かつ効率的な情報の共有ができるよう
にした。（システム変更７９件に対応）
・学校や社会教育団体が利用できるように、授業で使えるデジタル教材
集・ICT活用事例集の整備・充実を図った。
・アプリケーション配信システムの維持管理を行い、研修会を行うなど配
信されたソフトの活用促進を図った。
・ＴＶ会議システム活用ができる環境を整備し、合同授業や児童間交流
における活用を推進した。

・長距離無線LANの不具合を解消するため、有線接続に変更するなど、
学校からの要望に細かく対応し、学校間ネットワークの運用を行うことが
できた。
・すべての学校や社会教育団体で閲覧・ダウンロード可能となり、利活用
が促進された。
・ビデオ編集ソフト、電子書籍作成ソフト、統合型ソフト等が各学校で活用
されるようになってきた。
・ＴＶ会議システムを活用した合同授業や児童間交流の実践に取り組む
学校がでてきた。



0110060904010101 学校間ネットワーク管理運営事業
教育部

メディアセンター

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
市立小・中学校、高等学校の児童生徒・教職員が、効率的な情報
の共有や、質の高い学校間の交流ができるようになり、個々の能
力に応じた指導・支援を受けられることに結び付いている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

地域・規模による学校間の情報格差を解消するため学校間のネッ
トワークシステムを構築し、効率的な情報の共有や、質の高い学校
間の交流を行うことは、教育行政の組織及び運営を円滑に行うと
同時に児童・生徒の学力向上につながることから、市が行う必要が
ある。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
活用が進んでいる文書等の送受信や情報共有に加えて、活用が
始まったＴＶ会議システムを活用した学校間の交流について指導
・助言を行い充実を図ることで、成果が向上する余地がある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
情報交換や情報の共有が行われにくくなり、地域・規模による学校
間の情報格差が生じるだけでなく、児童生徒の学習機会に格差が
生じる等影響がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

学校間ネットワークを管理・運営するために必要最低限な経費の
みを見込んでいるので事業費は削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

学校間ネットワークを管理・運営するためには、職員の関わり・支
援が必要なので、削減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

学校間ネットワークは、市立小中学校・高等学校と教育委員会、市
立の学校間で、情報共有や情報交換などを行うためのものであり
、児童・生徒をはじめ、教育関係者全てに及ぶものであり、費用負
担は公平・公正である。 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

・共有データを充実させるとともに、活用しやすい環境を整備し、各学校間、委員会と学校の連携がさらに図られるようにする。
・アプリケーション配信システムによって配信されるソフトやアプリを充実させ、研修を行うなど活用を促進する。
・授業で使えるデジタル教材集を充実させるとともに、活用しやすい環境を整備し、活用を促進する。
・実践事例や活用方法についての情報を収集し、ホームページを通して共有化を図る。
・タブレットＰＣ等を利用したＴＶ会議システムの活用など、効率的な交流の方法について研修を実施し、ＴＶ会議システムを活用し
た児童生徒間交流や合同授業などの充実を図る。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

ネットワーク環境の充実・安定化を図り、情報共有や教材活用の促進を図るとともに、児童生徒間交流や合同授業・遠隔授業等の
ＴＶ会議システムを利用した取組の充実を図っていく。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0110060904010101 学校間ネットワーク管理運営事業
担当部 教育部

担当課 メディアセンター

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 154 159 159

0 0

0 0

0 0

0 0

57 65 65

97 94 94

0 0

0 0

0 0

12 295 295 295

285 285 285

0 0

0 0

10 10 10

13 648 648 648

14 3,193 3,194 3,194

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 6 7 7

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

4,296 4,303 4,303

0 0

0 0

0 0

0 0

4,296 4,303 4,303

計 4,296 4,303 4,303

当初予算 4,313 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 4,313 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0110060904050101 事務事業名 メディアセンター管理運営事業
担当部 教育部

担当課 メディアセンター

04 政策名 04 育み磨きあうまちづくり 担当課長 冨永　克義

### 施策名 05 学習機会の充実 グループ 管理グループ

### 基本事業名 01 学習環境の整備 内線番号 3071

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 10 教育費 ■ H 8 年度～）

項 06 社会教育費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 09 メディアセンター費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 ２次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

メディアセンターの開館日数 日 355 356 356 355 355

本 6,547 8,162 8,270 8,300 8,330

各種鑑賞会等開催数 回 98 98 102 92 92

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市民 人口 人 126,773 129,788 126,962 129,679 130,000

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

開放コーナー利用者数 人 19,390 21,000 19,829 20,000 20,500

各種鑑賞会等鑑賞者数 人 3,026 3,400 2,922 3,000 3,100

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

学習しやすい環境が整う。 ％ 24.8 28.3 29.0 28.5 28.7

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 9,288 9,490 9,203 9,370 9,370

千円 9,288 9,490 9,203 9,370 9,370

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 9,288 9,490 9,203 9,370 9,370

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

・地方教育行政の組織及び運営に関する法律
・霧島市メディアセンターの設置及び管理に関する条例・同条
例施行規則

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

霧島市メディアセンターは国分シビックセンター内に設置してある。教育メディア（情報記録媒体、視聴覚ソフト等）の活用を促進し、市民の教養と文
化の向上を図ることを目的とし、各種講座の開設など学習環境を整備したり、視聴覚メディアを購入し上映会をはじめ一般開放コーナーにおける個
人視聴を行ったりしている。また、施設の維持管理を目的とし、パソコンやネットワーク、視聴覚機器等の修繕や保守点等を行う。
　・開館時間　午前９時～午後９時
　・休館日　　 年末年始（12/29～1/3）、機材・資料整理日（年間10日以内）

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ AV（視聴覚ソフト）資料保有数

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
メディア（情報記録媒体、視聴覚ソフト
等）を利用して、欲しい情報を得られる

イ
メディア（情報記録媒体、視聴覚ソフト
等）を利用して、欲しい情報を得られる

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
住んでいる地域の学習を行う環境が整って
いると考えている市民の割合

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　学校教育や社会教育における視聴覚教育の
振興を図ることを目的に国分市立視聴覚センタ
ーとして開設され、平成17年の市町合併後も継
続して実施している。情報技術の進歩により、映
像ソフト規格の変化、情報機器の発達が著しく、
保守・点検、修理、整備等が難しい状況である。
開放コーナー・鑑賞会利用者からは、窓口に、
感動したことや感謝の声、リクエスト等が寄せら
れている。
　外部評価委員からは、市民サービスとして視
聴覚機器整備及び、新しい規格に準じた映像ソ
フトの整備・充実の必要性を指摘されている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

・館内上映権のついた映画を14本購入し、なつかしの映画を観る会（上
映回数50回，来場者数2,583人）、土曜子ども映画会（上映回数51回，入
場者数279人）、メディアセンター祭り（上映回数１回，入場者数60人）を
実施した。
・ホームページに掲載した教材目録の更新を行った。
・AV視聴一般開放コーナーの機器の修理を行った。

・館内上映権付のDVDを購入したり、県視聴覚ライブラリーの活用を図っ
たりしながら、広報を充実させ、各上映会等を計画通りに実施できた。
・教材目録の更新を行い、学校や社会教育団体へ利用呼びかけを行い
、利活用の広報・啓発を行うことができた。
・AV視聴一般開放コーナーの機器の修理を行い、市民がこれまでどおり
、映像ソフトを視聴できる状態を維持できた。



0110060904050101 メディアセンター管理運営事業
教育部

メディアセンター

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局 教育部 花堂　誠

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
市民がメディア（情報記録媒体、視聴覚ソフト等）及び機器を利用
して、欲しい情報を得られることにより、学習しやすい環境が整うこ
とに結びつく。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

市内で定期的に映画鑑賞・音楽鑑賞等ができ、上映権付の映像
教材の借用ができるのはメディアセンターだけである。メディアセン
ターは市民の教養と文化の向上を図るための学習支援を行うため
の中心的な機関であるので、市が実施すべき事業であり妥当であ
る。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
広報誌やFMラジオでの広報を継続し、市民のニーズに合った視
聴覚教材を揃えることで、一般開放コーナー利用者数、鑑賞室で
の上映会の鑑賞者数を増やすことが期待できる。今後は、施設機
器の更新、新しいメディア（情報記録媒体、視聴覚ソフト等）の整
備・充実を実現していくことを通し、利用者の増加は期待でき、成
果向上の余地はある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
上映権の付いた映像教材等を利用した学習の機会がなくなったり
、映像・音楽等の文化に接する機会が減少したりするため、市民
の教養と文化の向上を図ることができなくなる。また、施設・機器等
の老朽化による故障等への対処もできなくなるため、影響がある。 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

施設・機器の維持・管理費、光熱水費が主な経費であり削減の余
地はない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

窓口業務については、午前９時から午後９時までの開館時間を、３
人の臨時職員が交代勤務で行っており、削減の余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

全ての市民に開放しており、全ての市民が利用可能であるので公
平である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

・館内上映権付映像ソフトの計画的購入を継続し、市民のニーズに応えていく。
・土曜授業のため開催回数の減った「土曜子ども映画会」の充実を図る。
・新着映像ソフト、上映会の周知方法を工夫し、利用の充実を図る。
・教材目録の更新を行い、学校及び社会教育団体へ映像教材の活用を呼びかける。
・上映権や著作権、著作隣接権についての啓発を継続する。
・市民のニーズを把握し、視聴覚機器・視聴覚ソフトの整備を進める。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

・市民のニーズを把握しながら視聴覚機器、館内上映権付映像ソフトの機器に合わせた整備・更新を行い、「なつかしの映画を観
る会」、「土曜子ども映画会」、「移動上映会」の充実を図る。
・教材目録の更新を行い、学校及び社会教育団体へ映像教材の活用を呼びかける。
・上映権や著作権、著作隣接権、知的所有権についての啓発を継続する。

（１）事務事業の改革
改善方向性

県内でも数少ないメディアセンターとして市民のニーズに合った映像機器等への更新を行い、学習しやすい環境を整えることによ
って市民への学習支援を行い、教養と文化の向上を図る必要がある。



0110060904050101 メディアセンター管理運営事業
担当部 教育部

担当課 メディアセンター

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 5,300 5,445 5,445

8 0 0

9 109 127 127

10 0 0

11 1,994 1,847 1,847

500 426 426

0 0

0 0

0 0

1,295 1,321 1,321

199 100 100

0 0

0 0

0 0

12 13 13 13

13 13 13

0 0

0 0

0 0

13 1,665 1,809 1,809

14 37 38 38

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 85 91 91

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

9,203 9,370 9,370

0 0

0 0

0 0

0 0

9,203 9,370 9,370

計 9,203 9,370 9,370

当初予算 9,490 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 9,490 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0110060904050102 事務事業名 メディアセンター運営委員会運営事業
担当部 教育部

担当課 メディアセンター

04 政策名 04 育み磨きあうまちづくり 担当課長 冨永　克義

### 施策名 05 学習機会の充実 グループ 管理グループ

### 基本事業名 01 学習環境の整備 内線番号 3071

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 10 教育費 ■ H 27 年度～）

項 06 社会教育費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 09 メディアセンター費 根拠法令・条例等 ・地方教育行政の組織及び運営に関する法律

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

運営委員会開催回数 回 2 2 2 2 2

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市民

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

学習しやすい環境が整う。

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 47 49 47 49 49

千円 47 49 47 49 49

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 47 49 47 49 49

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

学校教育及び社会教育における教育メディアの利用促進を図るため、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第30
条の規定に基づき、霧島市メディアセンター（以下「メディアセンター」という。）を設置する。
運営委員会は社会教育、学校教育関係者及び学識経験を有する者のうちから教育委員会が委嘱し、任期は、２年とする。
所長の諮問に応じ、年２回及び必要に応じ臨時に、メディアセンターの運営方針及び事業の企画実施について審議する。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
メディア(情報記録媒体、視聴覚ソフト
等)を利用して、欲しい情報を得られる

イ
メディア(情報記録媒体、視聴覚ソフト
等)を利用して、欲しい情報を得られる

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（
昭和31年法律第162号）第30条の規定に基づい
て設置しており、メディアセンターを適切に運営
する必要がある。
情報社会の発達が加速する中、利用者からはメ
ディアセンター機能充実への期待も大きい。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

第1回運営委員会において
・メディアセンターの概要、運営方針、重点施策、年間計画、保有機材・
教材について審議を行った。
・学校教育へのかかわりについて、審議を行った。
・平成26年度の事業報告を行った。
・平成27年度の事業計画について、審議を行った。
第2回運営委員会において
・平成27年度の事業報告を行った。
・平成28年度の運営について審議を行った。

第1回運営委員会において
・メディアセンターの重点施策、年間計画、保有機材・教材について理解
を得られ、承認された。
・学校教育における教育の情報化について理解を得られた。
・平成26年度の事業報告について承認された。
・平成27年度の事業計画について承認された。
第2回運営委員会において
・平成27年度の事業報告について承認された。
・平成28年度の運営についての方向性を審議できた。



0110060904050102 メディアセンター運営委員会運営事業
教育部

メディアセンター

理　由

①

【参考：昨年度の内容】
☐

☐

☐

②

【参考：昨年度の内容】☐

☐

③

【参考：昨年度の内容】
☐

☐

☐

④

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

☐

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

【参考：昨年度の内容】☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

・課題の明確化、改善策の具体化を図ったうえで審議に図り、審議内容の充実とメディアセンター機能への反映を図る。

・具体的な利用状況について、国・県の動向も踏まえながら様々な視点から分析し、運営委員会に提示し、審議の充実を図る。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第
162号）第30条の規定に基づいた事業であり、メディアセンターの
運営方針及び事業の企画実施について審議する必要があるため
、削減はできない。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

関係職員のみで対応しているため、職員以外の対応や委託による
人件費の削減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0110060904050102 メディアセンター運営委員会運営事業
担当部 教育部

担当課 メディアセンター

９．コストの推移

（単位：千円）

1 41 42 42

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 6 7 7

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

47 49 49

0 0

0 0

0 0

0 0

47 49 49

計 47 49 49

当初予算 49 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 49 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0110060904050201 事務事業名 メディアセンター研修事業
担当部 教育部

担当課 メディアセンター

04 政策名 04 育み磨きあうまちづくり 担当課長 冨永　克義

### 施策名 05 学習機会の充実 グループ 管理グループ

### 基本事業名 02 学習活動の推進 内線番号 3071

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 10 教育費 ■ H 9 年度～）

項 06 社会教育費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 09 メディアセンター費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

研修講座開催回数 回 50 53 53 46 46

研修講座受講者数 人 666 700 660 710 720

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市民 人口 人 126,773 129,788 126,962 129,679 130,000

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

％ 81 82 82 83 83

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

％ 13 13 13 12 12

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 429 360 428 360 360

千円 1,390 1,695 1,625 1,646 1,646

千円 1,819 2,055 2,053 2,006 2,006

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,819 2,055 2,053 2,006 2,006

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

・地方教育行政の組織及び運営に関する法律
・霧島市メディアセンターの設置及び管理に関する条例・同条
例施行規則

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

情報機器、ＩＣＴ（情報コミュニケーション技術）及び教育メディア（情報記録媒体、視聴覚ソフト等）の活用等に関する研修講座を開催し、市民の教
育メディアを利用した学習活動を推進する。
【市民対象の研修】
パソコン（基礎、ワード、エクセル）講座、スマホ・タブレット活用講座、デジタル機器（デジタルカメラ、デジタルビデオカメラ）講座、来所研修、自主グ
ループの支援・育成
【教育関係者対象の研修】
管理職情報教育研修講座、教育メディア研修講座、情報教育講座、デジタル教科書活用及びICT機器活用研修講座

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
意欲を持ってメディア及び情報機器が
使えるようになる

研修内容等についておおむね満足した受講
者の割合

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
自身のテーマに沿った学習機会が得
られる

学習活動を行わない理由として自分のテー
マに沿った学習機会がないことをあげている
市民の割合

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

学校教育や社会教育における視聴覚教育の振
興を図ることを目的に平成９年１月に国分市立
視聴覚センターとして開設・開始された。平成17
年の市町合併後も継続して実施。情報技術の
進展とともに、教育メディア、情報機器の利用に
関して高度な知識が必要になってきており、市
民や教育関係者からメディアセンターへの期待
が高まっている。情報機器・情報技術の発達が
加速化する中で、多様化する市民のニーズに
応えた講座の開設を行ってほしいという要望が
寄せられている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

・夜間講座・移動講座の開設数を増やし、充実を図った。
・小・中学生対象のキッズPC講座を実施。いろいろな情報機器の活用を
はじめ、情報モラルの研修等を行った。
・講座内容を見直し、ニーズに合わせてスマホ・タブレット講座の内容を
工夫改善した。
・管理職情報教育研修講座、デジタル教科書活用講座、情報教育研修
講座等を実施することで、教職員の機器の操作技術やセキュリティ意識、
情報モラル指導技術を高めることができた。

・夜間講座は、市民のニーズに合っており、幅広い年齢層での受講があ
った。移動講座でも受講者の増加がみられた。
・キッズPC講座の内容を工夫したことで、受講者には楽しかったと好評で
あった。
・スマホ・タブレット活用講座は２会場に分けて開催し、定員を超えて実施
したことで内容が充実し好評であった。
・教職員向けの研修を開催し、情報セキュリティに対する意識の向上、情
報モラル指導の必要性、ICT機器の効果的な活用等についての研修を
深めることができた。



0110060904050201 メディアセンター研修事業
教育部

メディアセンター

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
市民が意欲をもって教育メディア（情報記録媒体、視聴覚ソフト等
）や情報機器等に触れ、その利活用ができるように講座を受講し
研修を行うことは、自身のテーマに沿った学習機会が得られること
に結びついている。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

教育メディア及び情報機器等の利活用ができるように市民に学習
機会を提供し、市民の教養と文化の向上を図ることは、市が実施
すべきである。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
講師やパソコン機器の整備数により定員を大幅に増やすことはで
きない。時代の流れに即した機器の活用講座を企画したり、難易
度を工夫したりすることで、教育メディア及び情報機器等が使える
ようになる受講者数の割合を向上させる余地がある。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
教育メディアや、いろいろな情報機器の利活用について学習する
機会が減少することで、市民の教養と文化の向上を図ることができ
なくなるため、影響がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

現在の運営や機器を維持しながら、市民の要望に応えていくため
、事業費は削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

全ての講座の講師を２名の職員が行っており、講座後の来所研修
にも対応している。講師委託すればさらに費用が発生することにな
るため、削減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

すべての市民が受講可能であるので公平である。テキスト代は受
講料で徴収しているので、受益者負担も公平である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

・市民のニーズに応え、タブレットによる画像・映像撮影・編集講座を新設する。
・夜間講座に難易度の高いステップアップ講座を新設する。
・スマホ・タブレットのＯＳ(オペレーティングシステム)に合わせて講座開設日を分け、受講生のニーズに対応する。
・市民のニーズを把握し、移動講座の内容の充実を図る。
・教職員対象のＩＣＴ機器の効果的な活用に関する講座及び基本から応用までの操作に関する講座を実施する。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

・市民のニーズを的確に把握し、さらなる講座内容の精選を図る。
・講座受講後の来所研修にも対応し、自主研修グループの発足・参加など自主的活動につながるような環境を整備する。
・新しい機器や様々なソフトの使い方に関する講座の開設について検討する。
・児童生徒の学力向上・教職員の授業力向上につながり、ＩＣＴ活用が推進されるような研修会や講座の実施について検討する。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0110060904050201 メディアセンター研修事業
担当部 教育部

担当課 メディアセンター

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 154 106 106

154 106 106

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 32 33 33

32 33 33

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 1,867 1,867 1,867

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

2,053 2,006 2,006

0 0

0 0

0 0

428 360 360

1,625 1,646 1,646

計 2,053 2,006 2,006

当初予算 2,055 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 雑入 428

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 2,055 0

0

0

0

0

合　計 428

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0110060904050202 事務事業名 視聴覚ライブラリー事業
担当部 教育部

担当課 メディアセンター

04 政策名 04 育み磨きあうまちづくり 担当課長 冨永　克義

### 施策名 05 学習機会の充実 グループ 管理グループ

### 基本事業名 02 学習活動の推進 内線番号 3071

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 10 教育費 ■ Ｓ 50 年度～）

項 06 社会教育費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 09 メディアセンター費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 ２次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

教材保有数 本 1,591 1,595 1,599 1,604 1,609

教材利用本数 本 375 390 288 300 320

機材利用台数 台 1,924 2,000 2,307 2,350 2,400

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市民 人口 人 126,773 129,788 126,962 129,679 130,000

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

教材利用者数 人 24,110 27,000 37,240 37,300 37,400

機材利用者数 人 192,506 193,000 289,743 290,000 291,000

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

％ 12.8 12.7 11.6 12.1 11.9

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 340 354 331 319 319

千円 340 354 331 319 319

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 340 354 331 319 319

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

・地方教育行政の組織及び運営に関する法律
・霧島市メディアセンターの設置及び管理に関する条例・同条
例施行規則

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

学校教育や社会教育の場で利用する視聴覚教材や機材を整備し、視聴、貸出を行う。また、メディア（情報記録媒体、視聴覚ソフト等）を利用した自
作視聴覚教材の制作を支援したり、市立学校を対象に自作視聴覚教材コンクールを開催したりする。
<視聴覚教材>ﾋﾞﾃﾞｵ教材、映写教材、録音教材
<視聴覚機材>液晶プロジェクター、スクリーン、ビデオデッキ、16㍉映写機ほか

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
視聴覚教材、機材を使用し、分かりや
すく楽しい学習ができる。

イ
視聴覚教材、機材を使用し、分かりや
すく楽しい学習ができる。

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
自身のテーマに沿った学習機会が得
られる

学習活動を行わない理由として自分のテー
マに沿った学習機会がないことをあげている
市民の割合

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

昭和50年10月に国分市及び姶良郡内の１市11
町で構成された姶良地区視聴覚協議会に加盟
し、視聴覚教材・機材の整備、貸出を開始した。
平成17年１１月７日の合併に伴い１市６町の各
視聴覚ライブラリーが当センターに統合された。
利用者からは、ＶＨＳ教材からＤＶＤ教材へとメ
ディアが変わる中で、それらに対応した教材・機
材の提供が求められている。鑑賞室及び一般
開放コーナーの施設・視聴覚機器が老朽化して
きており、利用者から機器更新を求められてい
る。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

・交通安全、人権教育に関する映像教材をそれぞれ購入し、ホームペー
ジに掲載した教材目録を更新した。
・学校教育や社会教育等で活用できるように広報した。
・機材貸出・教材貸出について、利用促進に向けた工夫改善を行い、啓
発を行った。

・新しく購入した映像教材について広報できた。
・管理職研修会や社会教育団体総会等で新教材のPRや学校担当者へ
の広報を行ったことで、新しく購入した教材の貸し出しも順調にできた。
・利用促進の広報・啓発を行ったことで、子ども会・スポーツ少年団に加
え、団体等からの貸し出し申込みが増加した。



0110060904050202 視聴覚ライブラリー事業
教育部

メディアセンター

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局 教育部 花堂　誠

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
市民が視聴覚教材、機材を使用し、分かりやすく楽しい学習がで
きるようにするために、映像教材や機器を整備・充実し貸出を行う
ことは、自身のテーマに沿った学習機会が得られることに結びつ
いている。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

視聴覚教材の貸出しができるのは、著作権利用者団体に補償金
を支払うことで合意した全国視聴覚教育連盟に加盟している視聴
覚ライブラリー施設に限られており、霧島市内ではメディアセンタ
ーだけであることから、市が行う必要がある。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
高度化かつ多様化する学校教育・社会教育に関する学習ニーズ
に対応するために、現在ある視聴覚機器に対応した視聴覚教材
や機材を整備・充実し貸し出すことは、より多くの利用者の学習に
役立つことが期待できるので、成果を向上させる余地がある。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
高額の視聴覚教材、機材等を購入して学習の場・方法を確保する
必要があるので、児童・生徒の学習や市民の生涯学習へ取り組む
機会を損ない、学校教育・社会教育における視聴覚教材を使った
学習の機会が減少するので影響がある。 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

高度化かつ多様化する学校教育・社会教育に関する学習ニーズ
に対応するために、視聴覚教材や機材を定期的に更新する必要
がある。年数の経過した教材・機材も多いため、現在の運営を維
持し、利用者の要望に応えるためには、事業費の削減の余地はな
い。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

視聴覚教材・機材の貸出に係る業務は受付の臨時職員が交替で
対応している。予約・貸出・返却の受付はメディアセンターの開館
時間(9:00～21:00)内で利用者の都合のよい時間としているので、
これ以上の削減余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

すべての市民が利用の対象者であり、学校教育・社会教育の更な
る向上・普及には適正であるので、公平・公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

・学校や社会教育団体の視聴覚教材に対する要望を集約し、教材の充実を図る。
・機器が古くなり更新が必要なものについては、整備計画を作成し予算化を目指す。
・県視聴覚ライブラリーと連携し、多様な映像教材の活用促進を図る。
・各地域の記録映像をインターネット配信するなど、活用しやすくする方法がないか検討する。
・自作視聴覚教材コンクールに応募された教材を配信するなどして活用を図る。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

・古くなった視聴覚教材ビデオを最新のＤＶＤメディア等に更新し、児童生徒及び市民のニーズに即した視聴覚教育の充実を図
る。
・古くなり故障の多くなってきている鑑賞室機器、一般開放コーナー機器を更新し、市民のニーズに応じた学習機会の提供を行う
。
・映像や音楽の提供に関する新しいサービス等の動向について把握し、利用可能なものについては積極的に利用していく。
・自作視聴覚教材コンクールに応募された教材を配信するなどして活用を図る。

（１）事務事業の改革
改善方向性

現在の視聴覚教材はLD教材とVHS教材が多いため、主流となっているＤＶＤ教材への更新と視聴覚機材を整備することによって
、学校教育や社会教育のニーズに応じた学習機会を提供することが必要である。



0110060904050202 視聴覚ライブラリー事業
担当部 教育部

担当課 メディアセンター

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 20 20 20

9 6 10 10

10 0 0

11 219 185 185

219 185 185

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 86 104 104

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

331 319 319

0 0

0 0

0 0

0 0

331 319 319

計 331 319 319

当初予算 354 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 354 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0110060999999901 事務事業名 メディアセンター関係各種協議会等参画事業
担当部 教育部

担当課 メディアセンター

### 政策名 4 育み磨きあうまちづくり 担当課長 冨永　克義

### 施策名 5 学習機会の充実 グループ 管理グループ

### 基本事業名 1 学習環境の整備 内線番号 3071

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 10 教育費 ■ H 27 年度～）

項 06 社会教育費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 09 メディアセンター費 根拠法令・条例等 地方教育行政の組織及び運営に関する法律

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

県視聴覚教育連盟出席 回 6 6 5 6 6

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市民

市立学校児童・生徒・教職員

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

学習しやすい環境が整う。

個に応じた指導が受けられる。

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 187 187 187 187 187

千円 187 187 187 187 187

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 187 187 187 187 187

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

全国公立視聴覚センター連絡協議会、鹿児島県視聴覚教育連盟に加盟し負担金を支払うことで、視聴覚教育に関する各種研修会への参加、情
報収集等を行い職員の資質向上を図るとともにメディアセンター運営の充実を図る。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
メディア(情報記録媒体、視聴覚ソフト
等)を利用して、欲しい情報を得られる
。

イ
効率的な情報の共有や質の高い学校
間の交流ができる

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

視聴覚機器の発達が加速する中、情報通信技
術を取り入れた先進的な教育メディア利用の研
究や研修、教材の制作など専門的な機能の向
上を常に図る必要がある。講座等でも最新の機
器についての質問が多く寄せられるようになっ
てきている。教職員からも最新の情報が盛り込ま
れた視聴覚教材を使って学校教育に生かせる
よう教材の更新をしてほしいとの要望が出ている
。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

【負担金】
県視聴覚教育連盟負担金（180,000円）
全国公立視聴覚センター協議会負担金（7,000円）
【研修会】
・定期総会
・教材選定委員会
・専門部会(例年2回実施であるが、平成27年度は1回のみ実施)
・自作視聴覚教材コンクール審査
・自作視聴覚教材コンクール表彰式

全国公立視聴覚センター連絡協議会、鹿児島県視聴覚教育連盟に加
盟し負担金を支払い、視聴覚教育に関する各種研修会への参加、情報
収集等を行い職員の資質向上を図るとともに、視聴覚教材の利用やメデ
ィアセンター運営の充実を図ることができた。



0110060999999901
教育部

メディアセンター

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

メディアセンター関係各種協議会等参
画事業

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

加盟団体からの負担金は、人口の区分等により定められた金額に
より支払っているため、事業費の削減はできない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

加盟団体からの請求に応じた支払い事務のため、職員以外の対
応や委託による人件費の削減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

・県視聴覚教育連盟との連携を図り、学校教育及び生涯学習における視聴覚機器・メディアに関する動向について把握し、視聴
覚教材活用やメディアセンター運営に活かす。
・県視聴覚ライブラリーの活用を促進する。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

・県視聴覚教育連盟との連携を密にし、学校教育及び生涯学習における視聴覚機器・メディアに関する動向についての情報交換
を積極的に行い、視聴覚教材活用やメディアセンター運営に活かす。
・県視聴覚ライブラリーと連携し、視聴覚教材の利活用促進を図る。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0110060999999901 メディアセンター関係各種協議会等参画事業
担当部 教育部

担当課 メディアセンター

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 187 187 187

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

187 187 187

0 0

0 0

0 0

0 0

187 187 187

計 187 187 187

当初予算 187 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 187 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む
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